
はじめに

百二ご重〒一|ま、商工会議所法に基づいた地域総合経済団体であり、小樽市内に

ri~三 百工業等の総合的な改善発達を図り、あわせて社会福祉の増進に資するこ

三を≡三1‐ ■モ勢を行っております。

_=■ ■:妻菫な少子高齢化による人口減少の進行は深刻で、出生数や事業所数
~=二  ■1■市等への若年者の人口移動が止まらず、生産年齢人口が減少するな

三 表し

'況
が続いております。働く場や税収の減少は市民サービスの低下を

モき まち_の活力が今まで以上に失われることとなりま九

三〒で|ま、小樽市の人口減少を抑制させるため、産業振興を柱としたプロジェ
~｀

を通じて地場産品を使用した商品開発や港の商業・観光の利用など、地域活

三'二 _つため複合的な取組を実施しておりますが、より効果的に各種施策を実行す

こた二こ|ま、市と当所をはじめオーノ列 樽ヽで推進しなければ最大限の効果を得る

こ二ができないことは言うまでもありません。

市と当所とは、これまで政策議論や情報交換等を行いながら、二人三脚で活力

ちる小樽を目指してまちづくりを進めてまいりました。

昨年 12月 、市への施策要望時以降、定期的な懇談の場を再三要請したものの、

現在まで実現しない状況が続いており、更に要望事項の進捗状況についても、よ

り密接な情報提供をこれまで通り望むものでありま丸

また、一方で当所が従来から提言していた北海道新幹線や南小樽駅バリアフリ

ー化など、まちづくりに関する協議の場に参加できていない中、市と当所との関

係は、極めて歪な状況となっており、誠に遺感であります。

全国の自治体では地方創生の考えの下、地域全体で「生き残り」に取り組んで

いる中、このままでは地域間競争で大きな後れを取ることが懸念されます。

小樽市は、まちの「生き残り」をかけた危機的かつ最重要な局面にあり、山積

する課題解決に向け市と当所とが互いに協力してこの難局に立ち向かい、さまざ

まな施策を展開していくことが重要であると考えております。

ついては、双方の政策を議論する場の設置など、市の適切な対応をお願い申し

上げま九
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平成 29年度小樽市施策に係る要望

2016.12.6

1 小樟市総合戦略の推進体制の構築について

:=■三合装I各」の基本的考え方は、全ての居住者に優しい「J舌利l■性の向上」

を三:員 とした生活重視型でありますが、人口減少による市場の疲弊・編/ヽヽ など、かつて

垂議したことのない、危機的な状況にある′鶴 の「生き残り」を力ヽ すた再生のためには、

むしろ ヒト モノ カネ」を誘導する産業政策、社会資本整備に重点投資することが

=要
であると考えております。

■E~董業政策」が停滞するような状況になれば、創業、事業継続 。承継、企業進出

「
言ざび 減退し、小樽経済が今まで以上に疲弊するとともに事業所数の減少を加速させ、

ヨ(寿や税収の減少に伴うサービスの低下につながるなど、負のスパイラルに陥り、「ま

ち_の活力が今まで以上に失われることは明らかでありま丸

ついては、産業政策を重′ほ項目に位置付け、具体的な戦略を策定の上、積極的に推進

するよう要望いたします。

2 ゴ      鵡訂修動う駅周辺地区の目薦について

北海道新幹線は、産業振興や道外観光客増等による経済波及効果が大きく、北海道地

域に活力をもたらすものとして大きな期待が寄せられていま丸

紙′藻  (仮称)駅は、天神地区への建設が決定し、駅舎周辺のまちづくりや小樽駅と

の交通アクセスについても、早期に具体的な方向性を示すことが必要でありますD

現在、市が策定を進めている計画は、ノl締 の現状・将来予測が行われているものの、

紙′ミ  (仮称)駅を中心とした周辺地区の具体的な定住人口増加策や観光客 0市夕暉J用

客への利便性向上策等、新小樽 (仮称)駅をより多く利用してもらうための戦略性が見

えません。

ついては、款Jミ  (イ厠豹 駅と小樽駅を組ふ二次交通、「道の調 などの観光中継基地、

定住人口増加策、他地域からの利用者取込み策等、新 Jヽ樽 (仮称)駅の有効活用を目指

す戦略性を考慮した計画を策定するよう、次の事項について要望いたします。

(1) 北海道新幹線G設に進小樽期成会との協議の場を設けていただきたしヽ

(2)新 小樽 (仮称)駅の優位性を確保するため、周辺地区の宅地等の開発や駅前駐

車場の整備による利便性の向上など、新たな民間投資を生む有効かつ効果的な戦

略を検討していただきたし、

(3) 具体的な取組みを推進する官民連携の協議会を早急に設置していただきたい。
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3 南ノl軸 の駅舎改築及び周辺地区整備について

南小樽駅は、明治 13年開運町駅として開業し、昭和 33年に駅舎移転改築が行われ

て以降、58年以上が経過し、現在に至っておりますЭ

利用者は、通勤 。通学客や病院への通院客、さらには観光客が多く、市民と観光客が

往来する拠点になっています。

当駅は、据害Jの下を線路が通つているため乗降ホームだけが低く、駅舎と乗降ホーム

間の移動は、階段のみの跨線橋を行き来しなければならないため、利便性が悪く、また、

駅舎の老朽化から待合室、 トイレ等の機能が劣っているため、駅舎全体の機能向上が求

められております。

今後、市が策定を進めている「南小樽刷刊司辺地区バリアフリー基本構想」では駅舎の

改異|ま言■■られておらず、訳舎の老朽化対策を棚上げしたままで、エレベータのみの計

Ξi二進うられても、三魂、訳舎改築等の必要に迫られることは明らかであります。

≡〒=Lして|ま、むしろ病it設や学校、観光客への利便 l■の向上や集客が多い堺町通り

一事 _■

=責 =と し́て瑳 官まもとより、当駅が2030年度の北海道新幹線開業憔 ノヽヽ

=1慣
千ヽ 手じ 景寄り歌になることから、今まで以上に国内・海外からの観光客が増え

ろ二とが予想され、「人・もの・情輩」tゞ交流するにぎわいの拠劇駅として、アヽ憔 の将来

を見考えた駅舎と周辺地区の整備を進める必要があると考えま丸

ついては、当駅の移設を含めた駅舎の左り方と周辺事情を勘案の上、整備することを

要望いたしま丸

4 「海の体験型宿泊施設」の整備促進について

小樽市の体験型宿泊施設は、「おたる自然の村」が自然との共生を主眼に運営されてお

り、夏季には受入れができないほどの利用があると聞いておりますが、施設は築30年

以上が経過し設備等の老朽化が進んでいるため、今後、改修や補強、新規設備導入等の

再投資が必要になることが予想されま丸

当所は、/JIの観光を更に底上げし、通年型の観光地として発展させていくためには、

F のヽ強みである「海」を活かした通年の体験型宿泊施設が必要であると考えておりま

九

祝津地区は、おたる水族館や漁場建築を含む歴史的建造物が建ち並び、通年の観光ゾ

ーンとしての魅力も高く、今後もガヽ樽の観光を支える重要な地域でありますD

また、当所が中心となつて、平成23年に地域のランドマーク的存在であった「茨木

家中出張番屋」を修復し、同地区のコミュニティ拠点として整備しました。

こうした経緯を踏まえ、既に廃校となつた「1日祝浄小学校」は耐震化が図られている

ことからも「海の体験型宿泊施設」として利活用するべきであると考えており、当所に

おいても、産学官民す体となった協議会を設置して検討することとしております。

「旧祝津′j難」は、市防災計画の避難所に指定され、今後も市が管理する施設であ

りますが、住民からは活用を促す声が上がっているなど、地域住民等を巻き込んだ廃校

利活用の月駆けとして検討する環境が整つています。
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ついては、通年稼働で長期滞在が可能な「海の体験型宿泊施設」の検討と当所が設置

する協議会への積極的な参画を要望いたします。

5 サンモールー番街商店街の活性化事業の推進について

サンモールー番街商店街は、中心商店街として市民に親しまれ、堺町通りと小樽駅、

更には花園銀座商店街と都通り商店街の中間に位置し、あらゆる生活・観光ノ1/~― 卜の結

節′点となっておりま丸

同商店街は、隣接する病開駐車場からの風雨・雪対策として独自に防雪壁を設置し、

来街者・歩行者の快適性を確保しましたが、防雪壁前が無店舗の空きスペースとなった

ことから、中心商 1書街としては大変に寂しい状況にあり、早急な再生・活雌 が必要で

あります。

現在、商店街役員はじめ市の担当職員、学識経験者等とともに防雪壁前空きスペース

の活用策として、チャレンジショップなどの新たなにぎわいづくりのため、国の補助事業

を活用し、市民のニーズ調査・マーケティング調査を実施するなど、新たな商店街の構

築に向けた活雌 事業の最終段階に入つております。

ついては、同商店街が地域コミュニティの場として、市民や観光客でにぎわう商店街

の再構築に向けて整備を行う際、新たな機能導入や再生・活性化事業への諸手続きや許

認可などの積轡 tな支援について、市としての役割を充分に発揮されるよう要望いたし

ます。

6 刺       の早期策定と/Jeの積極的根整備推進について

小樽港は、岸壁・上屋等の老朽むこ伴い、港の機能が低下しているほか、物流の変化

等により取扱貨物量が年 減々少しているものの、道央圏の拠点港としてさまざまな重要

な役割を担っており、今後も、物流港として計画的な整備が必要でありますЭ

しかし、一方で我が国の物流は国際競争力が失われていることに鑑みると、物流に特

化した発展は難しく、むしろ各ふ頭の役割やすみ分けを明確にし、大型クルーズ客船対

応岸壁の整備など、観光の側面を取り入れた新たな港空間の倉雌雪が必要であります。

当所では、小樽港の今後の在り方について幅広く検討し、「小樽港の整備」1劫日え、第

3号ふ頭基部及び周辺地域を「みなと観光」や「市民の憩いの場」の拠点と位置付けた

全体整備案を取りまとめ、特に第3号ふ頭は、プロモーション映像の製作や廃コンテナ

を活用した社会実証実験を行うなど、新たな活力を創造するための魅力発信とシビッ

ク・プライドの醸成に努めています。

ここに観光の側面を付加した整備を推進することで、南運河、北運河、旧国鉄手宮線

が連動した新たな観光拠点が形成されるものと考えておりますが、市においても、「北運

河および周辺地域観光戦略プラン」、「第3号ふ頭及劇司辺再開発計画」を策定されてお

り、戦略の方向性は一致していま丸
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ついては、気 へヽ陰港港湾計画の早期策定と国直轄整備事業の積極的な予算獲得によ

る整備を推進するとともに、第3号ふ頭を「みなと観光」に位置付け、港の整備に必要

な市の予算措置を講じるよう、次の事項について要望いたします。

(1) 改訂小樽港港湾計画を早急に策定していただきたし、

(2) 改訂′j¨ 画に「第3号ふ頭及劇司辺再開発計画」を肱置付け、第3号

ふ頭基部及び周辺地域の早期整備を実施していただきたし、

(3) 大規模地震発生時の緊急物資や避難者等の輸送確保、背後圏の経済活動等が継

続できるよう耐震強化岸壁の整備を早急に進めていただきたい。

(4)大型クルーズ客船対ホ岸壁の整備等、国直轄事業については積極的な予算獲得

により、着実な整備を実施していただきたい。

7 北海道欄断自動範 lヽ樽JCT(仮称)のフノ1/4ヒについて

北海道横断自動車道小樽」CT(囲 は、当初計画のフル JCTからハーフJCT
に変更され、このままでは充分な整備効果が期待できません。

現在、国土交通省とNEXCOに おいてフノイヒに向けての協議が進められております

が、オー)しノ準 として期待している物流、広域観光、救急医療、防災など、あらゆる面

で効果を発揮するフル 」CTの整備実現に向けて今が正念場であり、市・市議会 。当所

が一体感を持ち、コ等に対する働きかけを行つていくよう積極的な対応を要望いたしま

8 小樽駅前地区市街地の整備について

小樽市の玄関口である」R小悧駅・駅前広場は、市内交通網の一大結節点ですが、現

在、車と人とが混在する危険な状態となつており、歩車分離等の安全対策が求められて

おりますD

更に小悧駅前周辺地区建築物の未耐震化の問題もあり、この地区の一体的な整備が必

要であると考えております。

当所では、「/J櫛中心市街地活比 協議会」を組織し「/J鸞駅前第3Dレ周辺地区第

一種市街地再開期 に協力して、平成21年、商業・住宅・宿泊施設を合わせ持つ

た複合商業ビル (サンビルスクエア)が整備されましたが、小樽駅前地区市街地再開発

事業により整備された 日駅前第一ゆ均、Πg嚇 二DИ は築40年以上経過し、耐震

化が行われていませれ

市民や観光客等が多く利用していることからも、小樽市の顔として下刻も早い再整備

が必要であります。

ついては、同地区の10年先を見据えた駅前全体の在り方と小悧駅前地区市街地の

再々開発計画を早期に策定するよう要望いたしますD
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9 ィ餐期嚇饗等者静化に伴う市民の安全・安心の確保について

市民が今後も′l輔で生活し続けるためには住民サービスの向上、安全・安心なまち

づくりが必要であると考えています。

平成27年度に公共施設等の耐震診断が終了し、市民会館・総合体育館 0本庁舎本館・

本庁舎別館等は経年劣化により耐震診断結果がいずれもIs値0.3以下で震度6強以

上の地震に対して倒壊し、又は崩壊する危険陛が高いとされていま丸

特に、防災の拠点となる市庁舎、避難場所となる公共施設等については、存廃・補修・

建替えなどの早急な対応策を講じる必要がありま九

ついては、市民の安全・安心確保のため、国に対し必要な予算措置を市から要請いた

だくとともに早急な対応をするよう次の事項について要望いたします。

(1) 公共施設等の存廃・補修・建替えなどの整備計画を策定していただきたし、

10 倉J霧 の勘 による岬 の活性化について

当所では、起業の可能l■をより多く発現させ、地域における事業所の土訪日と地域の活

性化を目指すため、ワンス トッフ琳目談窓口を設置し、創業 。資金計画、開業に関する諸

手続等、創業希望者が梓談しやすい体市」を整えた伴走型支援を行つております。

また、市・市内金融接責等と違養した 進」業支援サポー ト連携事業」で|ま、各機雪が

保有する青
=・

ノウハウ等を共有しながら、創業希望者へのきめ細かな支援をを三して

おります。

ついて|ま、市においては、産業競争力;剣ヒ法に係る創業支援事業計画の認定を受け、

膚」業支援補助金制度を実施しておりますが、既存の補助対象事業及び予算の拡充等、引

き続き創業希望者の支援に資する施策の推進を要望いたします。

11 地元企業の優先発注について

当所では、市内の中小企業者、小規模事業者の経営安定と雇用確保のため、分離・分

割発注等、受注機会を増やすなど、地元企業に配慮するよう機会あるごとに要望してお

ります。

ついては、市内中小企業者や小規模事業者の経営安定と雇用確保のため、次の事項に

ついて要望いたします。

(1)地元企業への優先発注の基本的な考え方を再認識の上、発注は、地元企業 (共同

企業体を含む。)を優先していただきたし、

(2) 受注事業者に対し、下請事業者及び資材の調達は、地元企業から選定・調達す

るよう指導していただきたい。
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12 産婦人科医師の確保について

小樽協会病院は、北海道医療計画・北海道周産期医療体制整備計画に基づく後志二次

医療圏の「地域周産期母子医療センター」に指定されていますが、平成 26年 11月 か

らの分娩の新規受付を体止し、更には平成 28年 9月末に産婦人科医師が退職し産婦ノ入ヽ

科診療が休診になるなど、以前にも増してノl節 の子供を産む環境が悪化しております。

現在、市内で出産が可能な産婦人科は 1診療所のみであり、妊婦や家族が安心できる

環境にあるとは言えません。

各地で人口減少対策が進められている中、市内においては産婦人科医師不足が深刻で、

長期にわたり市内で安心して出産できないことは、なお一層、人口減少や少子化を助長

することは明らかであります。

ついては、市民が安心して出産できる産婦人科の拡充について、早急に対応していた

だきたく次の事項について要望いたしま3~_

(1) ノl揃 立病院に産婦人科を設置するなど積極的かつ早急な対応を行つていただ

きたい。

(2)産 婦人科医師の確保に対する進捗状況について、適宜静 提供を行つていただ

きたし、

(3) 「地域周産期母子医療センター」の早期再開について、ゴb舗宣に早急な対応を

要請いただきたい。
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